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年度別健全化判断比率の状況

－ ％ － ％ － ％

4.97 ％ 3.72 ％ 4.37 ％

－ ％ － ％ － ％

25.76 ％ 24.31 ％ 20.76 ％

8.3 ％ 8.5 ％ 8.7 ％ 25.0 ％ 35.0 ％

65.4 ％ 72.6 ％ 92.7 ％ 350.0 ％

（注1）「－％」は、実質赤字額、連結実質赤字額がないことを表します。

％ ％

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の早期健全化基準については自治体ごとの財政規模に応じて変動
します。

総　　　括

将来負担比率

実質赤字比率

30.00

令和元年度

％

17.59

算定値

12.59

早期健全化基準

1． 健全化判断比率
　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の規定に基づき、地方公共団体が財政の早期健全化や財政

の再生などを図るための計画を作成する基準となる健全化判断比率については次のとおりです。

（1）実質赤字比率

　一般会計の赤字の度合いを表す「実質赤字比率」は黒字であるために、算出されていません。（黒字比率

としては4.37％となっています。）

（2）連結実質赤字比率

　全会計を通じた赤字の度合いを表す「連結実質赤字比率」は黒字であるために、算出されていません。

（黒字比率としては20.76％となっています。）

（3）実質公債費比率

　一般会計の公債費（借金返済）や特別会計への公債費繰出（特別会計の借金返済に対する一般会計負担）

など、一般会計の実質的な借金返済の負担の度合いを表す「実質公債費比率」は、8.7％で、前年度から0.2

ポイント増加しています。これは、単年度数値において、繰上償還額及び借換債額を除いた市債の償還額の

増加（比率の算定における分子の増加）などから、前年度より1.1ポイント増加しており、平成30年度から

の3か年平均数値においても増加したものです。

（4）将来負担比率

　一般会計の実質的な負債の度合いを表す「将来負担比率」は、92.7％で、前年度から20.1ポイント増加

しています。これは、財政調整基金をはじめとする各基金の活用などにより基金の残高が減少し、将来負担

額のうち市債残高が環境美化センター整備事業債などの借入に伴い増加したことや、小松加賀衛生センター

施設整備に伴う南加賀広域圏事務組合の地方債の償還にかかる負担が増加（比率の算定における分子が増

加）したことなどによるものです。

（5）むすび

　法の規定により、財政健全化計画の作成が義務付けられる「早期健全化基準」は、本市の場合、「実質赤

字比率」で12.59％、「連結実質赤字比率」で17.59％、「実質公債費比率」で25.0％、「将来負担比

率」で350.0％となっており、いずれの指標も「早期健全化基準」を下回り、健全な状況であると判断でき

ます。

令和2年度

実質公債費比率

財政再生基準
平成30年度

（参考）黒字比率

（参考）黒字比率

（注2）

区分

％ 20.00

連結実質赤字比率
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年度別資金不足比率の状況

－ ％ － ％ － ％

（参考）剰余比率 12.81 ％ 10.16 ％ 2.12 ％

－ ％ － ％ － ％

（参考）剰余比率 111.23 ％ 126.75 ％ 121.08 ％

－ ％ － ％ － ％

（参考）剰余比率 13.18 ％ 2.55 ％ 12.82 ％

（注3）「－％」は資金不足額がないことを表します。

20.0

2． 資金不足比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の規定に基づき、公営企業を経営する地方公共団体が、財

政の経営健全化を図るための計画を作成する基準となる「資金不足比率」については、病院事業会計、水道

事業会計、下水道事業会計の3つの公営企業会計で資金不足が生じていないため、算定されていません。

（剰余比率としては、病院事業会計で2.12％、水道事業会計で121.08％、下水道事業会計で12.82%と

なっています。）

　全ての会計において「経営健全化基準」を下回り、健全な状況であると判断できます。

水道事業会計

資
金
不
足
比
率 下水道事業会計

％

％

経営健全化基準

20.0

令和元年度 令和2年度
区分

病院事業会計

算定値

平成30年度

％

20.0



- 3 -

・実質赤字比率

1. 分子

表1　令和2年度決算による実質赤字の額

2. 分母

表2　令和2年度決算による標準財政規模の額

　自治体に一年間に入ってきたお金と、出ていったお金の単純な差し引きを形式収支といい、形式収支
からなんらかの理由で年度内に支出を終えることができず、翌年度に繰り越して使うことになったお金
を差し引いたものを実質収支といいます。この実質収支がプラスの場合は黒字、マイナスの場合は赤字
が発生しているということになります。
　令和2年度決算に基づく、加賀市の実質収支額は792,370千円（黒字）です。

　標準税収入額等とは、標準税率により計算した地方税及び地方譲与税、交付金等の収入見込額の理論
値をいいます。これに自治体間の財源の不均衡を調整する機能を持ち、国が徴収した税の一定割合を地
方に配分する地方交付税のうち普通交付税と、後年度の返済額全額が普通交付税措置される、実質的な
普通交付税である臨時財政対策債の発行可能額を加えたものが標準財政規模となります。

　標準財政規模とは、地方自治体の自由に使えるお金（一般財源）の標準的大きさを示す指標です。
【標準税収入額等　＋　普通交付税額　＋　臨時財政対策債発行可能額】で算出されます。（表2）

実質赤字比率

（単位：千円）

（単位：千円）

実質赤字比率

　令和2年度の加賀市の一般会計の実質赤字の額（分子）は下記により算出されます。（表1）

①
一般会計の実質赤字額

標準財政規模
＝

　地方自治体において、行政を運営するうえで最も基本となる経費を扱う「一般会計」における、実質
赤字の標準財政規模に対する割合です。①により算出されます。

標準税収入額等
（Ａ）

普通交付税額
（Ｂ）

臨時財政対策債発行可能額

（Ｃ）
標準財政規模

（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）

10,978,274 6,262,955 857,732 18,098,961

項目

歳入決算額（Ａ） 歳出決算額（Ｂ）
形式収支（Ｃ）

（（Ａ）－（Ｂ））
翌年度へ繰越す財源

（Ｄ）
実質収支額（E）
（（C）-（D））

44,587,298 43,574,026 1,013,272 220,902 792,370
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3. 実質赤字比率

　以上から、令和2年度決算に基づく加賀市の実質赤字比率が算出されます。（表3）

表3　令和2年度決算による実質赤字比率

⇒

　令和2年度決算に基づく、加賀市の実質赤字額は792,370千円（黒字）であるために実質赤字比率は
マイナスの値（△4.37%）となります。比率がマイナスの場合は赤字が発生していないということにな
り、表記上「－%」として表されます。

　令和2年度決算に基づく加賀市の実質赤字比率は「－ ％」であり、早期健全化基準
及び財政再生基準を下回り、健全な状況であると判断できます。

△4.37%
18,098,961千円

実質赤字比率 ⇒
792,370千円（黒字）

－ ％ 12.59 ％ 20.00 ％実質赤字比率

財政再生基準区分
令和2年度決算による

加賀市の比率
早期健全化基準

（加賀市の場合）
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・連結実質赤字比率

1. 分子

表1　令和2年度決算による連結実質赤字の額

　　　　　　　　　　　　 　　 　（ウ）流動負債に計上されている企業債及び他会計からの長期借入金で建設改良費等に充てるもの

　　　　　　　　　　　　 　　 　（エ）流動負債に計上されている引当金とリース債務の額　となります。

（※注1）一般会計の決算額には健全化判断比率の算定ルールに基づき、借換債の額を含みません。

　

　　　　　　　　　　　　　　  　（イ）他会計との間のお金のやり取りで生じる重複額

（※注2）建設改良費等以外の経費のために起した地方債とは、運転資金にあてるため起した地方債です。退職手当債などが該当します。

（単位：千円）

＝

連結実質赤字比率

　令和2年度の加賀市の連結実質赤字額は下記により算出されます。（表1）

①
連結実質赤字額

連結実質赤字比率
標準財政規模

　地方自治体において基本的な行政サービスを行う一般会計だけでなく、国民健康保険や介護保険などの
特別会計及び、病院や下水道などの公営企業会計も含めて計算した実質赤字額と資金不足額の合計額の標
準財政規模に対する割合です。①により算出されます。

（※注3）流動資産からの控除額は（ア）建設改良費にあてる未払金及び一時借入金で、翌年度に地方債を起してその財源とするもの

（※注4）流動負債からの控除額は（ア）年度内に支出が終わらずに翌年度に繰り越す財源

　　　　　　　　　　　　　　  　（ウ）流動資産に係る貸倒引当金の額　となります。

（※注）公営企業会計においては、上記により算出した資金不足又は剰余額がマイナスの場合、解消可能資金不足額を合算することができます。

（令和2年度決算においては上記により算出した資金不足又は剰余額がプラスのため、解消可能資金不足額は合算していません。）

　　　　　　　　　　　　 　　 　（イ）他会計との間のお金のやり取りで生じる重複額

項 目
歳入決算額（Ａ）

（※注1）
歳出決算額（Ｂ）

（※注1）
形式収支（Ｃ）

（（Ａ）－（Ｂ））
翌年度へ繰越す財源

（Ｄ）
実質収支額（E）
（（C）-（D））

一 般 会 計 44,587,298 43,574,026 1,013,272 220,902 792,370

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

7,532,135 7,493,959 38,176 － 38,176

後 期 高 齢 者
医 療 特 別 会 計

1,004,404 1,000,896 3,508 － 3,508

介 護 保 険
特 別 会 計

7,421,109 7,219,622 201,487 － 201,487

項目
流動資産及び控除額の
合計（A）（※注3）

流動負債及び控除額の
合計（Ｂ）（※注4）

建設改良費等以外の経費の
ために起こした地方債残高
（Ｃ）（※注2）

資金不足又は剰余額（Ｄ）
（（Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ））

病院事業会計 1,363,022 810,974 424,800 127,248

水道事業会計 2,911,957 401,078 ー 2,510,879

下水道事業会計 288,752 204,403 － 84,349

連結実質収支額 3,758,017
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2. 分母

表2　令和2年度決算による標準財政規模の額

3. 連結実質赤字比率

　以上から、令和2年度決算に基づく加賀市の連結実質赤字比率が算出されます。（表3）

表3　令和2年度決算による実質赤字比率

　標準財政規模とは、地方自治体の自由に使えるお金（一般財源）の標準的大きさを示す指標です。
【標準税収入額等　＋　普通交付税額　＋　臨時財政対策債発行可能額】で算出されます。（表2）

連結実質赤字比率 ⇒
18,098,961千円

△20.76%

（単位：千円）

　令和2年度決算に基づく加賀市の連結実質赤字比率は「－ ％」であり、早期健全化基
準及び財政再生基準を下回り、健全な状況であると判断できます。

　令和2年度決算に基づく、加賀市の連結実質赤字額は3,758,0170千円（黒字）であるために連結実質赤
字比率はマイナスの値（△20.76%）となります。
　比率がマイナスの場合は赤字が発生していないということになり、表記上「－%」として表されます。

⇒
3,758,017千円（黒字）

　一般会計及び、公営企業会計を除いた特別会計（国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護
保険特別会計）においては実質収支額、公営企業会計（病院事業会計、水道事業会計、下水道事業会計）に
おいては「資金不足又は剰余額」について合計した値が連結実質収支額となります。
　連結実質収支額がプラスの場合は黒字、マイナスの場合は赤字が発生しているということになります。
　令和2年度決算に基づく、加賀市の連結実質収支額は3,758,017千円（黒字）です。

－ ％ 17.59 ％ 30.00 ％連結実質赤字比率

財政再生基準
早期健全化基準

（加賀市の場合）
令和2年度決算による

加賀市の比率
区分

標準税収入額等
（Ａ）

普通交付税額
（Ｂ）

臨時財政対策債発行可能額

（Ｃ）
標準財政規模

（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）

10,978,274 6,262,955 857,732 18,098,961

項目
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・実質公債費比率

1. 分子

表1　令和2年度決算による実質公債費比率の分子の額

 （単位：千円）

　一般会計で借り入れた借金の返済だけでなく、水道や病院など公営企業会計で借り入れた借金の返済や、一部事務
組合（複数の地方公共団体が事務を共同で処理するために組織した団体）等で借り入れた借金の返済、また債務負担
行為（将来にわたる経費の支出についての約束）に基づく支出に対する負担なども加味して、そのすべての負担に賄
われている一般財源の標準財政規模に対する割合です。①により算定されます。

の3ゕ年平均＝

　令和2年度決算に基づく加賀市の実質公債費比率の分子は下記により算出されます。（表1）

実質公債費比率

①

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－
（特定財源＋償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－償還金に係る基準財政需要額算入額

実質公債費比率

3,231,146 3,175,131 3,273,134

1,580,661 1,603,893 1,661,916

うち水道事業会計分 23,636 12,937 15,792

うち病院事業会計分 591,649 554,478 610,058

うち下水道事業会計分 965,376 1,036,478 1,036,066

うち土地区画整理事業特別会計分 0 廃止 廃止

0 0 464

25,408 20,013 19,736

－ － －

0 0 0

△ 37,964 △ 38,830 △ 43,860

△ 446,319 △ 464,911 △ 409,695

△ 1,188 △ 2,468 △ 2,959

△ 3,093,947 △ 3,072,219 △ 3,082,509

1,257,797 1,220,609 1,416,227合計額

分
子

分
子
か
ら
控
除

①一般会計の元利償還金

②公営企業債の元利償還金に対する負担
額

⑨県からの補助金及び土地建物売払収入

平成30年度 内容説明

①一般会計で借入れた借金の、元金及び利子の返済額
（元利償還金）です。
※繰上返済した額及び、借換債を財源として返済した
額は除いています。

②特別会計では利用料金等での独立採算が原則となっ
ていますが、歳出の一部については、国の定める基準
により一般会計で負担することになっています。各特
別会計で借り入れた借金の元利償還金に対して、一般
会計が負担した額です。

③一部事務組合等が借り入れた借金の元利償還金につ
いて、一般会計が負担した額です。

④借金返済ではありませんが、過去の約束に基づき支
出するという点で借金返済と性格が似ています。社会
福祉法人が施設整備のために借入れたお金の返済に対
する、市からの補助金などです。

⑤一時借入金とは、自治体が現金の不足により必要経
費の支払いが滞るのを防ぐために、一時的に銀行など
から借り入れるお金のことを言います。長期的な計画
に基づいた借金（地方債）とは区別されます。

⑥ふるさと融資として、市が福祉施設に対して行った
融資に対する返済額及び新幹線開業PR推進ファンドへ
の貸付金に対する返還金です。

⑦公営住宅の管理費等（人件費、管理費、建設時の借
金の元利償還金）には、完成した公営住宅の使用料の
一部を充てていますが、公営住宅の元利償還金に充て
たと認められる額です。

⑧都市計画税収入のうち、都市計画事業に係る、元利
償還金及び繰出金に充てたと認められる額です。

⑨県からの償還費助成金である、地域情報基盤整備臨
時支援事業補助金、史跡等保存整備事業費補助金等で
す。

⑩元利償還金・準元利償還金は、国の定めにより返済
額の一部が自治体の収入となる普通交付税の一部とし
て措置されることになっており、この措置額です。

⑧都市計画税充当可能額

④債務負担行為に基づく支出額
（公債費に準ずるもの）

項目

年度

③組合等の起債の元利償還金に対する負
担額（南加賀広域圏事務組合）

⑤一時借入金の利子

令和元年度 令和2年度

⑩元利償還金・準元利償還金に対する基
準財政需要額算入額

⑥地方債を財源とする貸付金の元利償還
金

⑦公営住宅使用料

準
元
利
償
還
金
（
元
利
償
還
金
に
準
ず
る
支
出
）
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2. 分母

　標準財政規模から元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額を控除した額となります。（表2）

表2　令和2年度決算による実質公債費比率の分母の額

　        （単位：千円）

3. 実質公債費比率

　以上から、令和2年度決算に基づく加賀市の実質公債費比率が算出されます。（表3）

表3　令和2年度決算による実質公債費比率

　令和2年度決算に基づく、加賀市の実質公債費比率は8.7％であり、早期健全化基準及び財政再
生基準を下回り、健全な状況であると判断できます。

令和2年度 　・・・　1,416,227　÷　15,016,452　⇒　  9.43％　

実質公債費比率 8.7%⇒

平成30年度　・・・　1,257,797　÷　14,847,893　⇒　  8.47％　

8.47　＋　8.32　＋　9.43

令和元年度 　・・・　1,220,609　÷　14,665,962　⇒　  8.32％　

＝
3

8.7 ％ 25.0 ％ 35.0 ％

財政再生基準

実質公債費比率

区分
令和2年度決算による

加賀市の比率
早期健全化基準

10,543,136 10,719,706 10,978,274

6,251,242 6,145,962 6,262,955

1,147,462 872,513 857,732

17,941,840 17,738,181 18,098,961

△ 3,093,947 △ 3,072,219 △ 3,082,509

14,847,893 14,665,962 15,016,452

年度
平成30年度 令和元年度 令和2年度

項目

合計額（（Ｄ）＋（Ｅ））

普通交付税額（Ｂ）

臨時財政対策債発行可能額（Ｃ）

元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額（Ｅ）

標準財政規模（Ｄ）（（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ））

標準税収入額等（Ａ）
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・将来負担比率

1. 分子

表1　令和2年度決算による将来負担比率の分子の額

　　　 　　（単位：千円）

将来負担比率

①

将来負担額－（充当可能基金＋特定財源＋地方債現在高に係る
基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－償還金に係る基準財政需要額算入額

　一般会計、特別会計及び一部事務組合等で借り入れた借金のほか、債務負担行為に基づく支出予定額や退職手
当支給予定額、また設立した地方公社や第3セクター法人の負債額や債務保証額等について、一般会計が将来負
担すると見込まれる額の標準財政規模に対する割合です。①により算定されます。

＝将来負担比率

　令和2年度の加賀市の将来負担比率の分子は下記により算出されます。（表1）

金額 内容説明

38,186,049

19,192,964

うち水道事業会計分 255,160

うち病院事業会計分 4,988,713

うち下水道事業会計分 13,949,091

579,500

216,522

3,742,964

452,547

0

△ 6,393,892

△ 2,123

△ 455,000

△ 451,291

△ 3,852,438

△ 37,283,107

13,932,695

⑬地方債現在高に係る基準財政需要
額算入見込額

⑫都市計画税充当可能見込額

⑪公営住宅使用料

①一般会計の地方債現在高

③一部事務組合等の起債現在高に対
する一般会計負担見込額

⑧地方債の償還額等に充当可能な基
金

⑥土地開発公社の負債のうち一般会
計の負担見込額

②公営企業債現在高に対する一般会
計負担見込額

④債務負担行為に基づく支出額
（公債費に準ずるもの）

項目

①一般会計で借り入れた借金の年度末における現在高です。

②特別会計で借り入れた借金の元金の返済（元金償還金）について、今後一般会
計が負担すると見込まれる額です。過去3年間の元金返済に対しての一般会計か
らのお金を充てた割合と、特別会計で借り入れた借金の年度末現在高から計算さ
れます。

③一部事務組合等で借り入れた借金の元金償還金について、今後一般会計が負担
すると見込まれる額です。過去３年間の元金返済に対して、一般会計がお金を負
担した割合と、一部事務組合等で借り入れた借金の年度末現在高から計算されま
す。

④社会福祉法人が施設整備のために借り入れたお金の返済について、今後一般会
計が補助を行う見込額などです。

⑤年度末において、全ての職員が退職した場合に一般会計が負担すると見込まれ
る額です。

⑥土地開発公社が抱える負債のうち、一般会計が負担する見込額です。

⑦石川県信用保証協会に対する損失補償債務のうち一般会計が負担する見込額で
す。

⑧市の貯金である財政調整基金や減債基金のほか、特定目的基金の一部も含めた
基金の現在高です。

⑨県からの償還費補助金である、地域情報基盤整備臨時支援事業補助金や債務負
担行為に基づく支出の財源となる国庫補助金の今後の収入見込額です。

⑩ほっと石川観光プラン推進ファンドへの出資として石川県観光連盟に対して
行った貸付についての今後の返済見込額です。

⑪公営住宅の建設に伴い借り入れた借金の、元金償還金に今後充てると見込まれ
る公営住宅使用料の額です。公営住宅に関する借金の現在高と過去３年間の元金
償還金に対して使用料を充てた割合から計算されます。

⑫都市計画事業のために借り入れた借金の元金償還金について今後充てると見込
まれる都市計画税の額です。都市計画事業に関する借金（特別会計で都市計画事
業についての借り入れを行っている場合には、一般会計の負担見込額。以下同
じ）の現在高と、過去3年間の都市計画事業、都市計画事業に関する借金に対し
て、充てる事が可能な都市計画税の額の割合から計算されます。

⑬①～③に関して、今後加賀市の収入となる普通交付税の一部として措置される
額です。

分子の合計額

分
子
か
ら
控
除

分
子

⑨国や県からの補助金

⑩地方債を財源とする貸付金の償還
金

⑤退職手当支給予定額のうち一般会
計等の負担見込額

⑦損失補償債務等のうち一般会計等
の負担見込額
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2. 分母

　標準財政規模から元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額を控除した額となります。（表2）

表2　令和2年度決算による将来負担比率の分母の額

（単位：千円）

3. 将来負担比率

　以上から、令和2年度決算に基づく加賀市の将来負担比率が算出されます。（表3）

表3　令和2年度決算による将来負担比率

　令和2年度決算に基づく、加賀市の将来負担比率は92.7％であり、早期健全化基準を下回
り、健全な状況であると判断できます。

92.7%
15,016,452千円

将来負担比率 ⇒
13,932,695千円

＝

標準税収入額等（Ａ） 普通交付税額（Ｂ）
臨時財政対策債発行可能額

（Ｃ）
標準財政規模（Ｄ）

（（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ））
元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額（Ｅ）
合計

（Ｄ）＋（Ｅ）

10,978,274 6,262,955 857,732 18,098,961 △ 3,082,509 15,016,452

項目

92.7 ％ 350.0 ％将来負担比率

区分
令和2年度決算による

加賀市の比率
早期健全化基準
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・資金不足比率

1. 分子

表1　令和2年度決算による資金不足又は剰余額

　 （単位：千円）

2. 分母

　事業の規模は下記により算出されます。

【営業収益の額　＋　指定管理者の利用料金収入の額　―　受託工事収益の額】（表2）

表2　令和2年度決算による事業の規模の額

資金不足比率

　令和2年度の加賀市の公営企業会計の資金不足又は剰余額は下記により算出されます。（表1）

①
資金の不足又は剰余額

＝

　病院や下水道などの公営企業会計における資金不足又は剰余額の事業規模に対する割合です。①により算定さ
れます。

資金不足比率
事業の規模

（単位：千円）

項目
流動資産及び控除額の

合計（A）
流動負債及び控除額の

合計（Ｂ）
建設改良費等以外の経費のため
に起こした地方債残高（Ｃ）

資金不足又は剰余額（Ｄ）
（（Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ））

病院事業会計 1,363,022 810,974 424,800 127,248

水道事業会計 2,911,957 401,078 － 2,510,879

下水道事業会計 288,752 204,403 － 84,349

項目 営業収益の額（Ａ）
指定管理者の利用料金

収入の額（Ｂ）
受託工事収益の額（Ｃ） 事業の規模（Ｄ）

（（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ））

病院事業会計 5,988,256 － － 5,988,256

水道事業会計 2,074,401 － 673 2,073,728

下水道事業会計 657,959 － － 657,959
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3. 資金不足比率

　以上から、令和2年度決算に基づく加賀市の資金不足比率が算出されます。（表3）

　病院事業会計　　　　　　　 ・・・ 127,248 ÷ 5,988,256 ⇒　△2.12％

　水道事業会計　　　　　　　 ・・・ 2,510,879 ÷ 2,073,728 ⇒　△121.08％

　下水道事業会計　　　　　                    　　   　　・・・ 84,349 ÷ 657,959 ⇒   △12.82％

表3　令和2年度決算による資金不足比率

　令和2年度決算に基づく公営企業資金不足比率は病院事業会計、水道事業会計、下水道事業
会計において「－ ％」となり、経営健全化基準を下回り、健全な状況であると判断できま
す。

　【分子】　÷　【分母】　

　令和2年度決算に基づく、病院事業会計の資金剰余額は127,248千円、水道事業会計の資金剰余額は
2,510,879千円、下水道事業会計の資金剰余金は84,349千円であるために資金不足比率は共にマイナスの値
（病院事業会計△2.12%、水道事業会計△121.08%、下水道事業会計△12.82%）となります。比率がマイナ
スもしくは０の場合は資金不足が発生していないということになり、表記上「－％」として表されます。

（資金剰余）

（資金剰余）

（資金剰余）

項 目 資 金 不 足 比 率 経 営 健 全 化 基 準

病 院 事 業 会 計 － ％ 20.0%

水 道 事 業 会 計 － ％ 20.0%

下 水 道 事 業 会 計 － ％ 20.0%
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